開示版・非開示版
※上記いずれかに丸をつけてください。
本邦の生産者に対する質問状　　　　　　　　　　　　　　企業名：　　　　　　　　　　　　

[bookmark: _GoBack]調査項目D　調査対象貨物の輸入取引に関する情報	

調査対象貨物の輸入をしていない場合には、本調査項目の回答は不要です。

	· 本調査項目は、貴社が輸入した調査対象貨物の輸入に関する具体的な情報を求めるものです。
· ①貴社がトリス（クロロプロピル）ホスフェートの生産のみを行い、生産したトリス（クロロプロピル）ホスフェートの販売を関連企業（「不当廉売関税の課税に関する調査への協力のお願い」【資料１】用語の定義（４）を参照してください。）へ委託していた場合、②貴社がトリス（クロロプロピル）ホスフェートの販売を行い、販売に係るトリス（クロロプロピル）ホスフェートの生産を関連企業へ委託していた場合、又は	③貴社及び関連企業が企業グループとして本邦産同種の貨物の生産及び販売に係る事業を行っている場合は、それら関連企業を含めて回答してください。
· 上記輸入取引には、貴社が調査対象貨物の輸出国に所在する貴社の関連企業である輸出者から行う輸入取引のほか、調査対象貨物の生産国に所在する貴社の関連企業である生産者が輸出者へ国内販売を行い、その後、当該輸出者により貴社へ向けて輸出販売される場合の当該輸入取引を含み、また、本支店間取引のように、同一の法人格を有する貴社又は貴社の関連企業である輸出者により輸出入される取引についても含まれますので、注意してください。
· 本調査項目は、「D-1調査対象貨物の輸入概況」、「D-2個別輸入取引」及び「D-3調整が必要な費用項目」から構成されています。
· 「D-2個別輸入取引」及び「D-3調整が必要な費用項目」では、各質問項目への回答に加え、個別取引について様式D-2・D-3へ記入してください。
· 回答欄は必要に応じ拡大して使用してください。
· 調査対象期間は特に記載のない限り、平成30年（2018年）4月1日から平成31年（2019年）3月31日までです。
· 回答作成に当たっては、現在ではなく、調査対象期間当時の事実に基づいて記入してください。また、調査対象期間中に変遷があるものについては、併せてその内容を時系列で詳細に回答してください。貴社から非関連企業まで貴社の関連企業による複数の日本国内販売が行われる場合は、適宜回答欄を複製し、輸入を購入、輸入価格を日本国内購入価格と読み替えて、貴社の関連企業による日本国内購入価格に関して回答してください。
· 本調査項目の回答に対する政府の検証に正確を期すため、各質問の回答を作成する上で用いた資料及びその根拠となる書類の写しを、添付資料として提出（日本語訳を添付）してください。また、その添付資料名等を質問状に添付された「（別添）添付資料一覧表」に記入し提出してください。なお、添付資料には、必ず右肩に質問項目番号を明記し、同一質問項目番号に関する資料が複数に及ぶ場合は、書類の上部中央に根拠資料の連番を記載してください。どの質問項目に対する回答に係る根拠資料であるか明示されていない場合、提出したことが認識されない場合があります。
· 回答が無い場合は、数値に係るものは「0」、その他は「該当無し」としてください。空欄は、貴社が当該質問に対して回答する意思がないものとして取り扱います。




調査項目A　　 
調査項目B　　 
調査項目C　　 
調査項目D　　 
D-1　調査対象貨物の輸入概況
D-1-1　輸入先の概要
調査対象期間に貴社が輸入した調査対象貨物の輸入先について、名称、関連企業か否か、関連企業である場合には株式保有及び役員派遣の状況等の関連の状況並びに業種及び所在地について回答してください。
	輸入先名称
	関連企業／非関連企業
	関連の状況
（株式保有及び役員派遣の状況等）
	業種（生産者、輸出者等）
	所在地

	

	

	
	
	

	

	

	
	
	

	

	

	
	
	



D-1-2　輸入品の概要
調査対象期間中に貴社が輸入した調査対象品目について、輸入先及び製品型番ごとの貴社の輸入品の概要を、様式D-1-2に回答してください。

D-1-3　輸入契約の概要
貴社による調査対象貨物の輸入契約について、輸入先ごとに、様式D-1-3に回答してください。また、輸入取引の代表例について、交渉課程の全ての段階を詳細に示す時系列フローチャートを購入交渉過程の各段階の平均所要時間を明示し、添付資料D-1-3として提出してください。

D-1-4　輸入先ごとの仕様等に係る相違の有無
貴社の輸入先ごとに、調査対象貨物の仕様、性質等は異なりますか。次のいずれか１つを選択してください。
	異なる
	

	異ならない
	



D-1-5　輸入先ごとの仕様等に係る相違の内容
上記D-1-4において、「異なる」と回答した場合には、相違点について具体的に説明してください。
	



　
D-1-6　輸入品の流通経路
貴社の輸入取引に係る調査対象貨物が、生産者から、日本の産業上の使用者まで販売される経路について、輸入先ごとに、その名称及び所在地を具体的に説明してください。
	輸入先名称
	生産者名称
（所在地）
	輸出国内流通業者名称
（所在地）
	輸出者名称
（所在地）
	日本国内流通業者名称
（所在地）
	産業上の使用者名称
（所在地）

	（記入例）
Ａ社
	
Ｂ社（××国××県××市）
	
Ａ社（××国××県××市）
	
Ａ社（××国××県××市）
	
当社（日本×国×県×市）
	
E社（日本国×県×市）

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	



D-1-7　輸入品に係る輸送費等の概要
貴社の輸入取引に係る調査対象貨物が、生産者から、日本の産業上の使用者まで輸送された経路について、輸入先ごとに、名称、所在地、経路、発着地、輸送業者の名称、輸送手段、輸送日数及び費用の支払者を様式D-1-7に記載してください。

D-2　個別輸入取引の内容
調査対象期間に貴社が輸入した調査対象貨物の全ての個別取引について、以下の調査項目D-2-1-1から D-2-19-4に関する事項を記入要領に従い、様式D-2・D-3に回答してください。
また、様式D-2・D-3に記入した個別取引に係る根拠資料として、取引の引き合いから入金に係る一連の資料を、添付資料D-2・D-3として提出してください。提出の対象は、関連企業及び非関連企業ごとに取引量の多い上位3者の取引先それぞれについて、取引量が最も多い取引各1件です。取引ごとに書類をまとめ、様式D-2・D-3に記入した取引のうちどの取引に係るものかわかるよう、様式D-2・D-3の通番を書類の左肩に明記してください。なお、回答に当たっては、以下の①から③に留意してください。

1 全て半角英数字で記入し、数値を記入する際は通貨、数量等の単位を明記してください。
2 キャンセルされた取引についての記入は不要です。
3 調査対象貨物の輸入取引１件が、複数回に分けて輸入されるような場合には、様式D-2・D-3の行を追加するなどして、各取引段階における相関関係がわかるように記入してください。

（記載要領（D-2）（個別輸入項目））
	個別輸入項目
	概要
	記入要領

	D-2-1-1 
	輸入先名称
	貴社の輸入先の名称
	貴社の輸入先の名称を記入

	D-2-1-2 
	輸入先の関連状況
	貴社の輸入先は、貴社の関連企業であるか否かの区分
	以下の区分より選択
A：関連企業
B：非関連企業

	D-2-1-3 
	輸入先業種
	貴社の輸入先の業種
	以下の区分より選択
A:輸出者かつ生産者
B:輸出者（生産者でない）

	D-2-1-4 
	社内管理番号
	社内で購入データ等を統一的に管理している番号（リファレンス番号等）
	社内で購入データ等を統一的に管理している番号（リファレンス番号等）を記入

	D-2-2-1 
	生産者名称

	調査対象貨物の生産者の名称
	調査対象貨物の生産者の名称を記入
なお、生産者が複数存在する場合は適宜「D-2-2-1（生産者名称）」欄の次に「D-2-2-1-a（生産者名称a）」、「D-2-2-1-b（生産者名称b）」のように欄を追加してください。（以下同様）

	D-2-2-2 
	生産者関連状況
	D-2-2-1の生産者は、
D-2-3-1輸出国内流通業者（輸出者以外）、D-2-4-1輸出者、D-2-5-1輸入者、D-2-6-1日本国内流通業者（輸入者以外）及びD-2-7-1産業上の使用者の関連企業であるであるか否かの区分
	以下の区分により記入
A2：生産者の関連企業
（A2-a：「D-2-2-1-a（生産者名称a）」欄が追加された場合において、生産者名称aの関連企業。以下同様）
A3：輸出国内流通業者（輸出者以外）の関連企業
A4：輸出者の関連企業
A5：輸入者の関連企業
A6：日本国内流通業者（輸入者以外）の関連企業
A7：産業上の使用者の関連企業
B：非関連企業
複数該当：例えば、A2、A2-a及びA4など複数該当する場合

	D-2-3-1 
	輸出国内流通業者（輸出者以外）名称
	輸出国内に所在する流通事業者（輸出者以外）の名称
	輸出国内に所在する流通事業者（輸出者を除く）の名称を記入

	D-2-3-2 
	輸出国内流通業者（輸出者以外）関連状況
	D-2-3-1の輸出国内流通業者（輸出者以外）は、
D-2-2-1生産者、D-2-4-1輸出者、D-2-5-1輸入者、D-2-6-1日本国内流通業者（輸入者以外）及びD-2-7-1産業上の使用者の関連企業であるか否かの区分
	（D-2-2-2に同じ）

	D-2-4-1 
	輸出者
	輸出者の名称
	輸出者の名称を記入

	D-2-4-2 
	輸出者関連状況
	D-2-4-1の輸出者は、
D-2-2-1生産者、D-2-3-1輸出国内流通業者（輸出者以外）、D-2-5-1輸入者、D-2-6-1日本国内流通業者（輸入者以外）及び、D-2-7-1産業上の使用者の関連企業であるか否かの区分
	（D-2-2-2に同じ）

	D-2-5-1 
	輸入者
	輸入者の名称
	輸入者の名称を記入

	D-2-5-2 
	輸入者関連状況
	D-2-5-1の輸入者は、
D-2-2-1生産者、D-2-3-1輸出国内流通業者（輸出者以外）、D-2-4-1輸出者、D-2-6-1日本国内流通業者（輸入者以外）及びD-2-7-1産業上の使用者の関連企業であるか否かの区分
	（D-2-2-2に同じ）

	D-2-6-1 
	日本国内流通業者（輸入者以外）
	日本国内に所在する流通業者（輸入者以外）の名称
	日本国内に所在する流通業者（輸入者以外）の名称を記入

	D-2-6-2 
	日本国内流通業者（輸入者を除く）関連状況
	D-2-6-1の日本国内流通業者は、D-2-2-1生産者、D-2-3-1輸出国内流通業者（輸出者以外）、D-2-4-1輸出者、D-2-5-1輸入者、及び、D-2-7-1産業上の使用者の関連企業であるか否かの区分
	（D-2-2-2に同じ）

	D-2-7-1 
	産業上の使用者名称
	日本の産業上の使用者の名称
	日本の産業上の使用者名称を記入

	D-2-7-2 
	産業上の使用者関連状況
	D-2-7-1の産業上の使用者は、
D-2-2-1生産者、D-2-3-1輸出国内流通業者（輸出者以外）、D-2-4-1輸出者、D-2-5-1輸入者及びD-2-6-1日本国内流通業者（輸入者以外）の関連企業であるか否かの区分
	（D-2-2-2に同じ）

	D-2-1 
D-2-2 
D-2-3 
D-2-4 
D-2-5 
D-2-6 
D-2-7 
D-2-8 
	製品型番コード
	貴社が使用している製品型番
	任意のコードで記入
※コード表を添付資料D-2-8として提出してください。

	D-2-9 --1
	インボイス番号
	輸出者から送付されたコマーシャル・インボイスの番号
	輸出者から送付されたコマーシャル・インボイスの番号を記入

	D-2-9-2
	インボイスの日付
	輸出者から送付されたコマーシャル・インボイスの日付
	輸出者から送付されたコマーシャル・インボイスの日付を西暦YYYY年MM月DD日の場合、YYYY/MM/DDと記入

	D-2-10 
	購入日
	D-2-10のインボイスに記載された発行日
	西暦YYYY年MM月DD日の場合、YYYY/MM/DDと記入

	D-2-11 
	引受場所コード
	トリス（クロロプロピル）ホスフェートを引受けた場所の名称及び所在地等
	任意のコードで記入
※コード表を添付資料D-2-11として提出してください。

	D-2-12-1 
	積出地（港）コード
	日本へ向けて輸出されたトリス（クロロプロピル）ホスフェートを積載した船舶及び航空機等が出港した場所又は港のコード
	UN/LOCODE(国連ローコード) 英字5桁で「KRPUS」（釜山）、「CNSHA」（上海）のように記入
UN/LOCODEについては、以下のwebサイトを参照
（http://www.unece.org/cefact/locode/service/location.html）

	D-2-12-2

	
中継地（港）コード-
	日本への輸送途上において、積換え、一時保管等のために中継地となった場所又は港のコード
	
（D-2-12-1に同じ）



	D-2-12-3
	輸入地（港）コード
	日本国内の輸入地の場所又は港のコード
	（D-2-12-1に同じ）

	D-2-13 
	入荷場所コード
	貴社の入荷場所である倉庫等の名称及び所在地等
	任意のコードで記入
※コード表を添付資料D-2-13として提出してください。

	D-2-14 
	貿易取引条件
	FOB及びCIF等の貿易取引条件
	Incotermsを記入。※米国貿易定義等Incotermsで取引していない場合は、貴社が使用している貿易取引条件についての説明資料を添付資料D-2-14として提出してください。

	D-2-15-1
	通貨単位
	D-2-9のインボイスに記入の通貨単位
	ISO通貨コード4217 英字３桁で「USD」（米ドル）、「CNY」（中国元）のように記入

	D-2-15-2
	グロス購入価格
	D-2-9のインボイスに記入のグロス購入価格
	インボイスに記載されたグロスの購入価格を記入
※なお、企業グループとしての回答を行う場合は「D-2-16-2（グロス購入価格）」欄の次に「D-2-16-2-a（グロス購入価格a）」、「D-2-16-2-b（グロス購入価格b）」のように欄を追加して企業グループ内のグロス購入価格を追記してください。
※グロス購入価格は内国間接税を含んだ金額としてください。なお、内国間接税が減額、免除又は払い戻された場合には、減額、免除又は払い戻された分の内国間接税を控除した金額としてください。

	D-2-15-3
	グロス購入単価
	D-2-15-2（グロス購入価格）÷D-2-16-1（購入数量）
	小数点以下第3位を四捨五入し第2位まで表示

	D-2-16 -1
	購入数量（個）
	D-2-9のインボイスに記入の実数量
	単位は個数で記入

	D-2-16-2
	1個あたりの概略重量
	基準寸法による計算値
	単位はKGで記入

	D-2-16-3
	購入品重量
	D-2-16-1（購入数量）×D-2-16-2（1個あたりの概略重量）
	単位はKGで記入

	D-2-16-4
	単位重量あたりの価格
	D-2-15-2（グロス購入価格）÷D-2-16-3（購入品重量）
	小数点以下第3位を四捨五入し第2位まで表示

	D-2-17 -1
	支払日
	貴社の購入代金の支払日
	西暦YYYY年MM月DD日の場合、YYYY/MM/DDと記入

	D-2-17-2
	決済手段
	決済手段
	以下の区分により記入
01：L/C（信用状）
02：D/P（手形支払書類渡し）
03：D/A（手形引受書類渡し）
04：T/T（電信送金）
05：M/T（郵便送金）
06：D/D（送金小切手）
07：（その他）
「01」から「06」に該当しない場合に決済手段の内容を「07その他（○○）」のように記入
複数ある場合は新しくコードを設け、同様に品種の内容を記入
（「07その他（○○）」、「08その他（○○）」）
※コード表及び当該その他の品種の内容についての説明資料を添付資料D-2-17-2として提出してください。

	D-2-17-3
	支払金額
	購入代金として実際に支払った金額
	

	D-2-18 -1
	支払通貨単位
	支払う購入代金の通貨単位
	ISO通貨コード4217 英字３桁で「USD」（米ドル）、「CNY」（中国元）のように記入

	D-2-18-2
	支払換算レート
	購入代金を支払う際、支払通貨に換算するレート
	支払う購入代金の通貨単位が日本円ではない場合に、支払通貨に換算するレートを記入

	D-2-18-3
	支払換算レート適用基準日
	購入代金を支払う際、支払通貨に換算するレートの適用基準日
	購入代金を支払う際、支払通貨に換算するレートの適用基準日を記入

	D-2-18-4
	支払換算レート種類
	購入代金を支払う際、支払通貨に換算するレートの種類
	「Forward Rate（先物為替相場）」「TTB（電信買相場）」「A/S（信用状付一覧払い輸出手形買相場）」等を記入
※当該レートの種類についての説明資料を添付資料D-2-18-4として提出してください。


（注）１.算出単価については、小数点以下第3位を四捨五入し第2位まで表示してください。
　　　２.金額を記入する際には最小通貨単位まで表示すること。また、通貨単位が分かるように、ISO4217の通貨コード英字3桁（例：USD、CNY）を、様式D-2・D-3の項目名の下に記入してください。
　　　３.様式D-2・D-3の1つの欄を複数に分割する必要がある場合は、（欄番号）、(欄番号)-a、（欄番号）-bのようにして区分してください。

D-2-1　グロス購入価格に関する事項
D-2-1-1　購入金額と決済金額の差異
様式D-2・D-3のD-2-16-2（グロス購入価格）について、他の取引との相殺等により、購入金額と決済金額とが異なりますか。次のいずれか１つを選択してください。
	異なる
	

	異ならない
	



D-2-1-2　購入金額と決済金額とが異なる理由
上記D-2-1-1において、「異なる」と回答した場合には、その理由について具体的に説明してください。
	




D-2-1-3　購入金額と決済金額の根拠書類
購入金額と決済金額について、その根拠となる書類（請求書及び送金銀行記録並びに会計処理の内容を示す仕訳伝票等）の写しを添付資料D-2-15-2（D-2-1-3）として提出（日本語訳を添付）してください。

D-2-1-4　関連企業からの輸入品の購入に係る比較
関連企業からの輸入における輸入単価について、輸入先ごとに、非関連企業から輸入した場合の輸入単価と比較し、その相違の有無及び程度について説明してください。また、その根拠となる書類（輸入した調査対象貨物と同じ型番等である製品を、非関連企業である者から輸入した際の、契約書や製品規格書等）の写しを添付資料D-2-15-2（D-2-1-4）として提出（日本語訳を添付）してください。
輸入先名称：　　　　　　　　　　　　　　
	輸入した型番
	非関連企業である
他の輸入先名称
	購入単価の相違の有無及び程度

	

	
	

	

	
	

	

	
	




D-2-2　支払日に関する事項
様式D-2・D-3のD-2-17（支払日）に関連して、輸入先への購入代金の支払いに係る決済期日の起算日（購入日、輸入日等）、決済期日、決済手段及び決済に要する手数料の内容とその負担者について、輸入先ごとに説明してください（輸入日を起算日とする場合、購入日から輸入日までの平均期間を記入してください）。また、当該起算日の内容の根拠となる書類（インボイス、受領証等）の写し（輸入先別に各1件）を添付資料D-2-17（D-2-2）として提出してください。
輸入先名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	決済期日の起算日
	決済日
	決済手段
	決済に要する
手数料の内容と
その負担者
	その他例外事項等
備考

	（記入例）
インボイスに記入の購入日
	
当月購入分を月末取りまとめて翌月15日までに決済
	
T/T送金
	
送金手数料は当社負担
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	



D-2-3　支払通貨単位等に関する事項
D-2-3-1　支払通貨単位
様式D-2・D-3のD-2-18-1（支払通貨単位）について、支払う購入代金の通貨単位は、日本円ですか。次のいずれか１つを選択してください。
	日本円以外の通貨単位
	

	日本円
	



D-2-3-2　支払換算レート等
上記D-2-3-1において、「日本円以外の通貨単位」と回答した場合には、購入代金を支払う際、日本円を支払通貨に換算するための、支払通貨単位、支払換算レートの適用基準日、支払換算レートの種類及び当該支払換算レートの種類を適用する理由について、具体的に説明してください。また、D-2-18-2（支払換算レート）、D-2-18-3（支払換算レート適用基準日）、D-2-18-4（支払換算レート種類）について、それぞれ、その内容の根拠となる書類の写し（輸入先別に各1件）を添付資料D-2-18-2（D-2-3-2）、添付資料D-2-18-3（D-2-3-2）、添付資料D-2-18-4（D-2-3-2）として提出してください。
	支払通貨単位
	支払換算
レートの
適用基準日
	支払換算レートの種類
	左記支払換算
レートの種類を適用する理由
	その他例外事項等備考

	（記入例）
米ドル
	
支払日
	
TTS
	
左記支払為替レートにて支払通貨を購入し、送金しているため。
	
2019年1月から2019年3月までは同期間における期間渡しで為替予約を行っており、レートは△△／USD

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	




D-3　調整が必要な費用項目
調査対象期間に貴社が輸入した調査対象貨物の全ての個別取引について、以下のD-3-1からD-3-21に関する事項を記入要領に従い、様式D-2・D-3に回答してください。なお、回答に当たっては、以下の①から⑤に留意してください。
また、様式D-2・D-3に記入した個別取引に係る根拠資料として、取引の引き合いから入金に係る一連の資料を、添付資料D-2・D-3として提出してください。提出の対象は、関連企業及び非関連企業ごとに取引量の多い上位3者の取引先それぞれについて、取引量が最も多い取引各1件です。取引ごとに書類をまとめ、様式D-2・D-3に記入した取引のうちどの取引に係るものかわかるよう、様式D-2・D-3の通番を書類の左肩に明記してください。
1 全て半角英数字で記入し、数値を記入する際は通貨、数量等の単位を明記してください。
2 調査対象貨物の輸入取引１件が、複数回に分けて日本において輸入されるような場合には、様式D-2・D-3に行を追加するなどして、各取引段階における相関関係がわかるように記入してください。
3 様式D-2・D-3への記入に当たっては、貴社が負担した費用のみを記入し、輸出者が負担した費用を算入しないように、注意してください。
4 金額を記入する場合は、内国間接税（調査対象貨物の輸入に対して輸出国において課される内国間接税を納付する際に、課税額から控除されるもの）抜きの本体価格としてください。
5 費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無、相違がある場合にその程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても書類の右上に質問項目番号を明記して提出してください。

（記入要領（D-3）（費用項目））
	費用項目
	概要
	記入要領

	（購入価格に関連する項目）

	D-3-1 
	割戻し（購入価格に係るもの）
	「不当廉売関税の課税に関する調査への協力のお願い」資料１．用語の定義（１５）を参照のこと
	

	D-3-2 
	割引（購入価格に係るもの）
	「不当廉売関税の課税に関する調査への協力のお願い」資料１．用語の定義（１６）を参照のこと
	

	D-3-3 
	その他購入価格の修正
	例えば、仮価格で決済し、商品の引受後に確定した購入価格との差額を決済する場合等、事後に購入価格が修正される場合の当該精算額等
	

	D-3-4 
	内国間接税
	調査対象貨物に対して輸出国において課せられた内国間接税
	

	（引取までの保管等に要する費用に関連する項目・輸出国内で発生する費用）

	D-3-5 
	倉庫保管費
	調査対象貨物が製造された後から輸出されるまでの間に要した倉庫等における保管費用
	

	D-3-6 
	倉庫移動費

	調査対象貨物を工場から倉庫に移動するために要する費用
	

	D-3-7 
	テスト及び検査費
	輸入のための調査対象貨物のテスト及び検査費
	

	（引取に要する費用に関連する項目-主として輸出国内で発生する費用）

	D-3-8 -1
	梱包費用
	輸入のための梱包に係る費用
	

	D-3-8-2 
	荷姿
	輸入時の荷姿
	以下の区分により記入
A：ドラム缶
B：一斗缶(18リットル缶)
C：ローリー

D：その他の荷姿
「A」～「C」に該当しない場合に荷姿の内容を「Dその他（荷姿）」のように記入
複数ある場合は新しくコードを設け、同様に荷姿の内容を記入
（「D1その他（荷姿名）」、「D2その他（荷姿名）」）
※Dがある場合は、コード表及び当該その他の荷姿の内容についての説明資料を添付資料D-3-8-2として提出してください。

	D-3-9 
	輸出国内運賃
	輸出国内のD-2-11の引受場所から日本向け積出港までの運賃
	

	D-3-10 
	輸出国内保険料
	輸出国内のD-2-11の引受場所から日本向け積出港までの運送に係る保険料
	

	D-3-11 
	輸出国内における荷役及び通関諸費用
	輸出国内における荷役及び通関諸費用
	

	D-3-12 
	その他の輸出国内輸送費用
	輸出国内のD-2-11の引受場所から日本向け積出港への運送に付随するその他の国内輸送費用
	

	D-3-13 -1
	輸出税
	調査対象貨物を日本に輸出する際に輸出国内で実際に納付された輸出税
	

	D-3-13-2 
	輸出申告番号
	輸出申告番号
	

	D-3-14-1 
	国際運賃
	輸出国の積出港から日本の仕向港までの海上運賃又は航空運賃
	

	D-3-14-2 
	運送状の番号
	B/L又はAWB等の運送番号
	

	D-3-15 
	国際保険料
	輸出国の積出港から日本の仕向港までの海上運送又は航空運送に係る保険料
	

	（引取に要する費用に関連する項目-主として日本国内で発生する費用）

	D-3-16 
	日本国内の荷役及び通関諸費用
	日本国内における荷役及び通関諸費用
	日本円で記入

	D-3-17-1 
	輸入関税
	調査対象貨物を日本に輸入する際に実際に納税された関税額
	日本円で記入

	D-3-17-2 
	輸入許可日
	輸入許可日
	西暦YYYY年MM月DD日の場合、YYYY/MM/DDと記入

	D-3-17-3 
	輸入許可番号
	輸入許可番号
	

	D-3-18 
	輸入関税の払戻し
	日本に輸入された調査対象貨物について、一定の条件を満たすことにより払戻しされる輸入関税の額
	日本円で記入

	D-3-19 
	日本国内運賃
	日本の到着港あるいは倉庫から貴社までの運賃
	日本円で記入

	D-3-20
	日本国内倉庫保管費
	調査対象貨物が日本に輸入されてから産業上の使用者に引き渡すまでの間に要した倉庫等の保管費用
	日本円で記入

	D-3-21
	日本国内倉庫移動費
	日本の到着港から倉庫までの輸送に要した費用
	

	D-3-22
	その他の輸送費用
	上記以外で輸出国から貴社までの輸送に付随するその他費用
	

	その他の費用に関連する項目

	D-3-23
	その他費用
	他の質問項目で回答されていない費用で、調査対象貨物の輸入に関連して要した費用
	内容に応じ、適宜、欄を追加して記入


（注）
1． 金額等を算出した際には、小数点以下第3位を四捨五入し第2位まで表示してください。
2． 金額を記入する際には、最小通貨単位まで表示すること、また、記入要領に通貨単位が指定されていない場合は、通貨単位が分かるように、ISO4217の通貨コード英字3桁（例：USD、CNY）を、様式D-2・D-3の項目名の下に記入してください。　　　
3． 様式D-2・D-3の1つの欄を複数に分割する必要がある場合は、（欄番号）、(欄番号)-a、（欄番号）-bのようにして区分してください。


（購入価格に関連する項目）
調査項目A　　 
調査項目B　　 
調査項目C　　 
調査項目D　　 
D-1 
D-2 
D-3 
D-3-1 　割戻し
（「不当廉売関税の課税に関する調査への協力のお願い」【資料１】用語の定義（１５）を参照のこと）
以下の質問項目については、調査対象期間中の取引に係る全ての割戻しについて、説明してください。（調査対象期間終了後に生じた当該取引に係る割戻しも含まれます。）

D-3-1-1 　割戻しの有無
貴社の調査対象貨物に係る輸入取引に関して、割戻しはありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	割戻し　無
	

	割戻し　有
	



調査項目A　　 
調査項目B　　 
調査項目C　　 
調査項目D　　 
D-1 
D-2 
D-3 
D-3-1 
D-3-1-1 
D-3-1-2 　割戻しが無い理由
上記D-3-1-1において、割戻し「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-2へ
調査項目A　　 
調査項目B　　 
調査項目C　　 
調査項目D　　 
D-1 
D-2 
D-3 
D-3-1 
D-3-1-1 
D-3-1-2 
D-3-1-2 
D-3-1-3 　割戻制度の概要等
上記D-3-1-1において、割戻し「有」と回答した場合には、貴社が受ける割戻し制度の概要並びに割戻しを受ける際の基準（個々の取引数量、年間の購入数量等）について説明してください。また、当該基準に係る規定（割戻し表等）があれば、日本語訳を添えて添付資料D-3-1-3として提出してください。
	




D-3-1-4 　割戻金額の計上方法
上記D-3-1-1において、割戻し「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-1（割戻し）に、貴社による調査対象貨物の個々の輸入取引に関して、割戻しの金額を原則、実費で記入してください（複数の割戻しがある場合は、適宜、欄を追加して記入してください。実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	割戻しの金額　実費
	

	割戻しの金額　按分
	



調査項目D　　 
D-3-1-3 
D-3-1-4 
調査項目D　　 
D-3-1-3 
D-3-1-4 
D-3-1-5 　　割戻金額を実費で記入できない理由
上記D-3-1-4において、割戻しの金額が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	



　
D-3-1-6 　割戻金額の按分の考え方及び計算式
上記D-3-1-4において、割戻しの金額が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	



D-3-1-3 
D-3-1-4 
D-3-1-5 
D-3-1-6 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
D-3-1-5 
D-3-1-6 
D-3-1-7 　割戻金額算出に係る資料
上記D-3-1-1において、割戻し「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-1（割戻し）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-1-7として提出してください。また、割戻し元が関連企業である場合は、割戻し元が非関連企業と取引した場合の割戻しとの比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（非関連企業に対する計算書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

調査項目E　　 
E-3-1-3 
E-3-1-4 
D-3-1-8 　割戻し計画の基準
様式D-2・D-3に記入した輸入取引に関して、この回答書の作成日後に割戻しを受ける計画があれば、その対象となる基準について説明してください。
	




D-3-1-9 　割戻し計画の内容
上記D-3-1-8について、そのような割戻しの計画の内容を個別に説明してください｡
	




D-3-1-10 　割戻し計画を知った時点
貴社がどの時点でこれらの割戻しの計画を知ったかを説明してください。
	




D-3-1-11 　割戻し予定金額の算出方法
どのような根拠に基づいて将来の割戻しの推定額を算出したのか説明してください｡
	




D-3-2 　割引（「不当廉売関税の課税に関する調査への協力のお願い」【資料１】用語の定義（１６）を参照のこと）
　以下の質問項目については、調査対象期間中の取引に係る全ての割引について、 説明してください。（調査対象期間終了後に生じた当該取引に係る割引も含まれます。）

調査項目A　　 
調査項目B　　 
調査項目C　　 
調査項目D　　 
D-1 
D-2 
D-3 
D-3-1 
D-3-2 
D-3-2-1 　割引の有無
貴社による調査対象貨物の輸入取引に関して、割引はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	割引　無
	

	割引　有
	



D-3-2-2 　割引が無い理由
上記D-3-2-1において、割引「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-3へ

調査項目E　　 
調査項目F　　 
調査項目G　　 
調査項目H　　 
H-3 
H-4 
H-5 
H-5-1 
H-5-1-8 
H-5-1-9 
D-3-2-3 
D-3-2 
D-3-2-3 　割引基準の内容
割引を受ける際の基準について説明してください。また、当該基準に係る規定（割引表等）があれば、日本語訳を添えて添付資料D-3-2-3として提出してください。
	




D-3-2-4 　割引金額の計上方法
上記D-3-2-1において、割引「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-2（割引）に割引の金額を、原則、実費で記入してください（複数の割引がある場合は、適宜、欄を追加して記入してください。実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	割引の金額　実費
	

	割引の金額　按分
	



D-3-2-4 
D-3-2-5 　割引金額を実費で記入できない理由
上記D-3-2-4において、割引の金額が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-2-6 　　割引金額が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-2-4において、割引の金額が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。　
	



　
D-3-2-7 割引金額算出に係る資料
上記D-3-2-1において、割引「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-2（割引）を回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-2-7として提出（日本語訳を添付）してください。また、割引元が関連企業である場合は、割引元が非関連企業と取引した場合の割引との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（非関連企業に対する計算書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-3 　その他購入価格の修正
D-3-3-1 　その他購入価格の修正の有無
その他購入価格の修正（例えば、仮価格で決済し、商品の引受後に確定した購入価格との差額を決済する場合等、事後に購入価格が修正される場合の当該精算額等）がありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	その他購入価格の修正　無
	

	その他購入価格の修正　有
	



D-3-3 
D-3-3-1 
D-3-3-2 　その他購入価格の修正の種類、輸入先の方針及び基準
上記D-3-3-1において、その他購入価格の修正の金額が「有」と回答した場合には、その他購入価格の修正について、全ての種類を列記してください。また、そのようなその他購入価格の修正を受ける輸入先の方針及び基準について説明してください。
	




D-3-3 
D-3-3-3 　その他購入価格の修正金額の計上方法
上記D-3-3-1において、その他購入価格の修正が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-3（その他購入価格の修正）に、その他購入価格の修正金額を、原則、実費で記入してください（複数のその他購入価格の修正がある場合、適宜、欄を追加して記入してください。実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	その他購入価格の修正の金額　実費
	

	その他購入価格の修正の金額　按分
	



D-3-3-4 　その他購入価格の修正金額を実費で記入できない理由
上記D-3-3-3において、その他購入価格の修正の金額が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-3-5 　その他購入価格の修正金額の按分の考え方及び計算式
上記D-3-3-3において、その他購入価格の修正の金額が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-3-6 　その他購入価格の修正金額算出に係る根拠資料
上記D-3-3-1において、その他購入価格の修正の金額が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-3（その他購入価格の修正）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類（例えば、仮価格及び精算価格についての契約書、請求金額及び決済金額がわかる請求書及び銀行入出金記録等並びに会計処理の内容を示す仕訳伝票等）の写しを添付資料D-3-3-6として提出してください（日本語訳を添付）。また、その他購入価格の修正元が関連企業である場合は、その他購入価格の修正元が非関連企業と取引した場合のその他購入価格の修正との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（非関連企業に対する計算書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。
　
E-3-2 
E-3-3 
E-3-4 
E-3-4-3 
E-3-4-4 
調査項目E　　 
E-3-3-4 
E-3-3-5 
D-3-4 　輸出国内における内国間接税
調査項目D　　 
D-3-2 
D-3-3 
D-3-4 
D-3-4-1 　輸出国内における内国間接税の課税の有無
貴社による調査対象貨物の輸入取引について、輸出国において課せられた調査対象貨物に対する内国間接税はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	輸出国において課せられた内国間接税　課税無し
	

	輸出国において課せられた内国間接税　課税有り
	



D-3-4 
D-3-4-1 
D-3-4-2 　内国間接税の課税が無い理由
上記D-3-4-1において、輸出国において課せられた内国間接税が「課税無し」と回答した場合には、課税されない理由を記入してください。
	



→D-3-5へ
D-3-4-2 
D-3-4-3 　内国間接税の名称
上記D-3-4-1において、輸出国において課せられた内国間接税が「課税有り」と回答した場合には、課せられた全ての内国間接税を列記してください。
	




D-3-4-4 　内国間接税の根拠資料
上記D-3-4-3に列記された内国間接税について、以下の情報を具体的に説明してください。また、それぞれの項目について、課税の根拠となる法令及び説明資料の日本語訳を添付資料D-3-4-4として提出してください。
内国間接税の名称：　　　　　　　　　　　
	①課税物件
	


	②課税標準
	


	③納税義務者
	


	④非課税及び免税
	


	⑤納税義務の成立
	


	⑥税率
	


	⑦税額控除（税の累積を排除するもの）の有無及びその方法
	

	⑧課税期間
	


	⑨申告及び納付（納付額の算出方法を含む）
	

	⑩納税先
	


	⑪特例等
	


	⑫会計処理
	


	⑬その他
	




D-3-4-5 　内国間接税の計上方法
上記D-3-4-1において、輸出国において課せられた内国間接税が「課税有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-4（内国間接税）に貴社が輸入した調査対象貨物に課された内国間接税を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	内国間接税　実費
	

	内国間接税　按分
	



D-3-4-6 　内国間接税を実費で記入できない理由
上記D-3-4-5において、内国間接税が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
D-3-4-7 　内国間接税の按分の考え方及び計算式
上記D-3-4-5において、内国間接税が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	



D-3-4-6 
D-3-4-7 

D-3-4-8 　内国間接税算出に係る資料
上記D-3-4-1において、内国間接税が「課税有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-4（内国間接税）に回答する上で作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-4-8として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-4-9 　内国間接税の減免、免除又は払戻しの有無
上記D-3-4-5において、様式D-2・D-3のD-3-4（内国間接税）に記入した内国間接税について、減額、免除又は払戻しされたものがありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	減免、免除又は払戻しされたもの　無
	

	減免、免除又は払戻しされたもの　有
	



D-3-4-10 　内国間接税の減免、免除、又は払戻しの内容
上記D-3-4-9において、減免、免除又は払戻しされたものが「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-2-16-2（グロス購入価格）に減額、免除又は払戻しされた分の内国間接税を控除した金額を記入してください。また、内国間接税について、どのような減額、免除又は払戻しがなされたのか説明してください。
	




D-3-4-11 　内国間接税の税率又は税額の変更の有無
調査対象期間中に、輸出国において課せられた内国間接税の税率又は税額は変更されましたか。次のいずれか１つを選択してください。
	内国間接税の税率又は税額の変更　無
	

	内国間接税の税率又は税額の変更　有
	



D-3-4-12
D-3-2 
D-3-3 
D-3-3-1 
D-3-3-2 
D-3-3-3 
D-3-3-4 
D-3-3-5 
D-3-3-6 
D-3-3-7 
D-3-3-8 
D-3-3-9 
D-3-3-10 
D-3-3-11 
　変更前後の税率又は税額の内容
上記D-3-4-11において、内国間接税の税率又は税額の変更が「有」と回答した場合には、変更前後の税率又は税額、その適用開始日等、その変更内容を説明するとともに、変更の結果を調査対象貨物の購入価格にどのように反映されたか、また、様式D-2・D-3に記入した取引のうち反映された取引が分かるよう、説明してください。
	




D-3-4-13　同一の内国間接税の有無
様式D-2・D-3に記入した各費用項目に対して、貴社による調査対象貨物の輸入取引に課せられた内国間接税（上記D-3-4-3に記入したもの）と同一の内国間接税が課せられますか。次のいずれか１つを選択してください。
	同一の内国間接税　課税無し
	

	同一の内国間接税　課税有り
	



調査項目D　　 
D-3-2 
D-3-3 
D-3-4 
D-3-4-1 
D-3-4-2 
D-3-4-3 
D-3-4-4 
D-3-4-5 
D-3-4-6 
D-3-4-7 
D-3-4-8 
D-3-4-9 
D-3-4-10 
D-3-4-11 
D-3-4-12 
D-3-4-13 
D-3-4-14 
D-3-4-14 　各費用項目に対する内国間接税の内容
上記D-3-4-13において、同一の内国間接税が「課税有り」と回答した場合には、内国間接税が課せられた費用項目について、以下の情報を具体的に説明してください。また、それぞれの項目について、その根拠となる法令及び説明資料の日本語訳を添付資料D-3-4-14として提出してください。
内国間接税の名称：　　　　　　　
内国間接税が課せられた費用項目の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（１）課税物件
	


	（２）課税標準
	


	（３）納税義務者
	


	（４）非課税及び免税
	


	（５）納税義務の成立
	


	（６）税率
	


	（７）税額控除の対象となるか否か
	

	（８）会計処理
	


	（９）その他
	




（引取までの保管等に要する費用に関連する項目）
調査項目D　　 
D-3-2 
D-3-3 
D-3-4 
D-3-5 　倉庫保管費

D-3-2 
D-3-3 
D-3-4 
D-3-5 
D-3-5-1　倉庫保管費の有無
貴社が負担した調査対象貨物に係る倉庫保管費（日本向け調査対象貨物が製造された後から輸出されるまでの間に要した倉庫等における保管費用）はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	倉庫保管費　無
	

	倉庫保管費　有
	


　
D-3-5-2　倉庫保管費が無い理由
上記D-3-5-1において、倉庫保管費が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-6へ

D-3-5-3　倉庫保管費の内容
上記D-3-5-1において、倉庫保管費が「有」と回答した場合には、倉庫保管費の内容について説明してください。
	




D-3-5-4　倉庫保管費の計上方法
上記D-3-5-1において、倉庫保管費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-5（倉庫保管費）に貴社が負担した倉庫保管費用を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。次のいずれか１つを選択してください。
	倉庫保管費　実費
	

	倉庫保管費　按分
	



D-3-4 
D-3-5 
D-3-5-1 
D-3-5-2 
D-3-5-3 
D-3-5-4 
D-3-5-5 　倉庫保管費を実費で記入できない理由
上記D-3-5-3において、倉庫保管費が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-5-6 　倉庫保管費の按分の考え方及び計算式
上記D-3-5-3において、倉庫保管費が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-5-7 　倉庫保管費算出の算出の資料
上記D-3-5-1において、倉庫保管費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-5（倉庫保管費）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-5-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

調査項目D　　 
D-3-2 
D-3-3 
D-3-4 
D-3-5 
D-3-6 　倉庫移動費
調査項目D　　 
D-3-2 
D-3-3 
D-3-4 
D-3-5 
D-3-6 
D-3-6-1 　倉庫移動費の有無
貴社が負担した調査対象貨物に係る倉庫移動費（調査対象貨物が製造された後、工場から倉庫までの間に要した費用）はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	倉庫移動費　無
	

	倉庫移動費　有
	



D-3-6-2 　倉庫移動費が無い理由
上記D-3-6-1において、倉庫移動費が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-7へ
D-3-6-3 　倉庫移動費の計上方法
上記D-3-6-1において、倉庫移動費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-6（倉庫移動費）に、貴社が負担した倉庫移動費を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	倉庫移動費　実費
	

	倉庫移動費　按分
	



D-3-6-4 　倉庫移動費を実費で記入できない理由
上記D-3-6-3において、倉庫移動費が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
調査項目D　　 
D-3-2 
D-3-3 
D-3-4 
D-3-5 
D-3-6 
D-3-6-1 
D-3-6-2 
D-3-6-3 
D-3-6-4 
	



　　
D-3-6-5 　倉庫移動費の按分の考え方及び計算式
上記D-3-6-3において、倉庫移動費が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-6-6 　倉庫移動費算出の資料
上記D-3-6-1において、倉庫移動費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-6（倉庫移動費）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-6-6として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。
　
D-3-7 　テスト及び検査費
D-3-7-1 　テスト及び検査費の有無
貴社が支払うべき調査対象貨物の輸入に係るテスト及び検査に関する費用はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	テスト及び検査費　無
	

	テスト及び検査費　有
	


　
D-3-7-2 　テスト及び検査費が無い理由
上記D-3-7-1において、テスト及び検査費が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-8へ

D-3-7-3 　テスト及び検査費の内容
上記D-3-7-1において、テスト及び検査費が「有」と回答した場合には、テスト及び検査はどのようなものか、その内容（実施時期、実施機関、検査項目、検査方法及び費用の負担先を含む）について説明してください。　
	



D-3-7-4 　テスト及び検査費
上記D-3-7-1において、テスト及び検査費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-7（テスト・検査費）に、貴社が負担したテスト及び検査に関する費用を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	テスト及び検査費　実費
	

	テスト及び検査費　按分
	



D-3-7-5 　テスト及び検査費を実費で記入できない理由
上記D-3-7-3において、テスト及び検査費が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
調査項目E　　 
E-3-2 
E-3-3 
E-3-4 
E-3-5 
E-3-6 
E-3-6-1 
E-3-6-2 
E-3-6-3 
E-3-6-4 
	



　
D-3-7-6 　テスト及び検査費が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-7-3において、テスト及び検査費が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
調査項目F　　 
F-3-2 
F-3-3 
F-3-4 
F-3-5 
F-3-6 
F-3-6-1 
F-3-6-2 
F-3-6-3 
F-3-6-4 
	



　
D-3-7-7 　テスト及び検査費算出の根拠資料
上記D-3-7-1において、テスト及び検査費が「有」と回答した場合には、ワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-7-4として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

（引取に要する費用に関連する項目-主として輸出国内で発生する費用）
D-3-8 　梱包費用
D-3-8-1 　梱包費用の有無
梱包に係る費用はありますか。次のいずれか１つを選択してください。　
	梱包費用　無
	

	梱包費用　有
	


　
D-3-8-2 　梱包費用が無い理由
上記D-3-8-1において、梱包費用が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



　→D-3-9へ

D-3-8-3 　梱包費用の内容
調査対象貨物に係る商品の荷姿（ドラム缶、一斗缶(18リットル缶)、ローリー等）、荷姿の容量梱包過程及び使用材料（パレット、ラップ及び緩衝材等）等、梱包に係る費用について説明してください。
	




D-3-8-4 　梱包費用の計上方法
上記D-3-8-1において、梱包費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-8-1（梱包費）に、貴社が負担した梱包費を、原則、実費で記入（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）するとともに、様式D-2・D-3のD-3-8-2（荷姿）に荷姿を記入してください。また、次のいずれか１つを選択してください。　
	梱包費用　実費
	

	梱包費用　按分
	


　
D-3-8-5 　梱包費用を実費で記入出来ない理由
上記D-3-8-4において、梱包費が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-8-6 　梱包費用が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-8-4において、梱包費が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-8-7 　梱包費用算出の根拠資料
上記D-3-8-1において、梱包費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-8-1（梱包費）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-8-7として提出してください（日本語訳を添付）。支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-9 　輸出国内における国内運賃
D-3-9-1 　輸出国内における国内運賃の有無
貴社が負担した輸出港内における国内運賃はありますか。次のいずれか１つを選択してください。　
	国内運賃　無
	

	国内運賃　有
	



D-3-9-2 　輸出国内における国内運賃が無い理由
上記D-3-9-1において、輸出国内運賃が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-10へ
D-3-9-3 　　輸出国内の輸送状況
上記D-3-9-1において、輸出国内運賃が「有」と回答した場合には、調査対象貨物に係る輸出国内の輸送はどのように行っているか説明してください（貴社の輸送部門が行っているか否か、輸送業者が貴社の関連企業であるか否か、輸送区間及び輸送日数等）。
	




D-3-9-4 　国内運賃の計上方法
上記D-3-9-1において、輸出国内運賃が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-9（輸出国内運賃）に、貴社が負担した輸出国内における国内運賃を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。　
	国内運賃　実費
	

	国内運賃　按分
	


　
D-3-9-5 　国内運賃を実費で記入できない理由
上記D-3-9-4において、国内運賃が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	
	



D-3-9-6 　国内運賃が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-9-4において、国内運賃が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。　
	




D-3-9-7 　国内運賃算出の根拠資料
上記D-3-9-1において、輸出国内運賃が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-9（輸出国内運賃）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-9-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-10 　輸出国内における国内保険料
D-3-10-1 　輸出国内保険料の有無
貴社が支払うべき輸出国内保険料はありますか。次のいずれか１つを選択してください。　
	輸出国内保険料　無
	

	輸出国内保険料　有
	



D-3-10-2 　輸出国内保険料が無い理由
上記D-3-10-2において、輸出国内保険料が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。　
	



→D-3-11へ
D-3-10-3 　輸出国内の保険内容
上記D-3-10-1において、輸出国内保険料が「有」と回答した場合には、調査対象貨物に係る輸出国内の保険について、どのような保険を付保しているのか説明してください。
	




D-3-10-4 　輸出国内保険料の計上方法
上記D-3-10-2において、輸出国内保険料が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-10（輸出国内保険料）に、貴社が負担した輸出国内保険料の金額を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。　
	輸出国内保険料　実費
	

	輸出国内保険料　按分
	




D-3-10-5 　輸出国内保険料を実費で記入できない理由
上記D-3-10-4において、輸出国内保険料が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	



　
D-3-10-6 　輸出国内保険料が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-10-4において、輸出国内保険料が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。　
	




D-3-10-7 　輸出国内保険料算出の根拠資料
上記D-3-10-1において、輸出国内保険料が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-10（輸出国内保険料）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-10-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-11 　輸出国内における国内荷役及び通関諸費用
D-3-11-4 　輸出国内荷役及び通関諸費用の有無
貴社が支払うべき輸出国内荷役及び通関諸費用はありますか。次のいずれか１つを選択してください。　
	輸出国内荷役及び通関諸費用　無
	

	輸出国内荷役及び通関諸費用　有
	



D-3-11-5 　輸出国内荷役及び通関諸費用が無い理由
上記D-3-11-1において、輸出国内荷役及び通関諸費用が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-12へ

D-3-11-6 　国内荷役及び通関の状況
上記D-3-11-1において、輸出国内荷役及び通関諸費用が「有」と回答した場合には、輸出国内において日本へ調査対象貨物が輸出されるまでの間における国内荷役及び通関をどのように行っているか説明してください。
	




D-3-11-7 　輸出国内荷役及び通関諸費用
上記D-3-11-2において、輸出国内荷役及び通関諸費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-11（輸出国内荷役・通関諸費用）に、貴社による調査対象貨物の個々の輸入取引に関して、輸出国内荷役及び通関諸費用を原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。　
	輸出国内荷役及び通関諸費用　実費
	

	輸出国内荷役及び通関諸費用　按分
	



D-3-11-8 　輸出国内荷役及び通関諸費用を実費で記入できない理由
上記D-3-11-4において、輸出国内荷役及び通関諸費用が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-11-9 　輸出国内荷役及び通関諸費用が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-11-4において、輸出国内荷役及び通関諸費用が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-11-10 　輸出国内荷役及び通関諸費用算出の根拠資料
上記D-3-11-1において、輸出国内荷役及び通関諸費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-11（輸出国内荷役・通関諸費用）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-11-7として提出してください（日本語訳を添付）。　　また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。
　
D-3-12 　その他の輸出国内輸送費用

D-3-12-1 　その他の輸出国内輸送費用の有無
貴社が負担したその他の輸出国内輸送費用はありますか。次のいずれか１つを選択してください。　
	その他の輸出国内輸送費用　無
	
	→D-3-13へ

	その他の輸出国内輸送費用　有
	
	→D-3-12-2へ


　
D-3-12-2 　その他の輸出国内輸送の状況
上記D-3-12-1において、その他の輸出国内輸送費用が「有」と回答した場合には、輸出国内において日本へ調査対象貨物が輸出されるまでの間における、その他の国内輸送をどのように行っているか説明してください。
	




D-3-12-3 　その他の輸出国内輸送費用の計上方法
上記D-3-12-1において、その他の輸出国内輸送費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-12（その他の輸出国内輸送費用） に、貴社による調査対象貨物の個々の輸入取引に関して、その他の輸出国内輸送費用を原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	その他の輸出国内輸送費用　実費
	

	その他の輸出国内輸送費用　按分
	



D-3-12-4 　その他の輸出国内輸送費用を実費で記入できない理由
上記D-3-12-3において、その他の輸出国内輸送費用が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-12-5 　その他の輸出国内輸送費用が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-12-3において、その他の輸出国内輸送費用が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-12-6 　その他の輸出国内輸送費用算出の根拠費用
上記D-3-12-1において、その他の輸出国内輸送費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-12（その他の輸出国内輸送費用）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-12-6として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-13 　輸出税
D-3-13-1 　輸出税の有無
調査対象貨物に課せられた輸出税のうち、貴社が負担したものはありますか。次のいずれか１つを選択してください。　
	輸出税　負担無し
	

	輸出税　負担有り
	



D-3-13-2 　上記D-3-13-1において、輸出税が「負担無し」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-14へ

D-3-13-3 　輸出税の名称と根拠法令
上記D-3-13-1において、輸出税が「負担有り」と回答した場合には、貴社が支払うべき課せられている全ての輸出税を列記してください。また、各々の課税の根拠となる法令（課税対象、課税標準、課税率、課税額の算出方法、税の減免及び払戻しについての条件並びに計算方法、課税の時期、算出税額の支払先、算出税額の支払時期、納税者、納税の時期、納税先等を説明する資料を含む。）の日本語訳を添付資料D-3-13-3として提出してください。　
	




D-3-13-4 　輸出税の内容
上記D-3-13-3で列記された輸出税について、個々の調査対象貨物に関する以下の情報を回答してください。
輸出税の名称：　　　　　　　
	（１）課税対象
	


	（２）課税標準
	


	（３）課税率
	


	（４）課税額の算出方法
	

	（５）税の減免及び払戻しの有無（ある場合にはその計算方法）
	

	（６）課税の時期
	


	（７）算出税額の支払先
	


	（８）算出税額の支払時期
	


	（９）納税者
	


	（１０）納税の時期
	


	（１１）納税先
	


	（１２）その他、上記を確認するために必要な事項
	


　
D-3-13-5 　輸出税額の計上方法
上記D-3-13-1において、輸出税が「負担有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-13-1（輸出税）に、貴社が負担した輸出税額を、原則、実費で記入（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）するとともに、様式D-2・D-3のD-3-13-2（輸出申告番号）に当該輸出税に係る輸出申告番号を記入してください。また、次のいずれか１つを選択してください。　
	輸出税額　実費
	

	輸出税額　按分
	



D-3-13-6 　輸出税額を実費で記入できない理由
上記D-3-13-5において、輸出税額が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-13-7 　輸出税額が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-13-5において、輸出税額が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-13-8 　輸出税額算出の根拠資料
上記D-3-13-1において、輸出税が「負担有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-13-1（輸出税）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-13-8として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。　

D-3-13-9 　輸出税率又は税額の変更の有無
調査対象期間中に、調査対象貨物の販売に伴って課せられる輸出税の税率又は税額は変更されましたか。次のいずれか１つを選択してください。
	輸出税の税率又は税額の変更　有
	

	輸出税の税率又は税額の変更　無
	



D-3-13-10 　輸出税率又は税額の変更内容
上記D-3-13-9において、輸出税の税率又は税額の変更が「有」と回答した場合には、変更前後の税率又は税額、その適用開始日等、その変更内容を説明するとともに、変更の結果を調査対象貨物の販売価格にどのように反映させたか、また、様式D-2・D-3に記入した取引のうちどの取引について反映させたか、説明してください。　
	




D-3-14 　国際運賃（貴社が支払うべきもの）
D-3-14-1 　国際運賃の有無
国際運賃（貴社が支払うべきもの）はありますか。次のいずれかを選択してください。
	国際運賃　無
	

	国際運賃　有
	



D-3-14-2 　国際運賃が無い理由
上記D-3-14-1において、国際運賃が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-15へ

D-3-14-3 　国際輸送の状況
上記D-3-14-1において、国際運賃が「有」と回答した場合には、調査対象貨物に係る日本までの国際輸送（海上輸送又は航空輸送）はどのように行っているか説明してください（貴社の輸送部門が行っているか否か、輸送業者が貴社の関連企業であるか否か、輸送区間及び輸送日数等）。
	




D-3-14-4 　国際運賃の計上方法
上記D-3-14-	1において、国際運賃が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-14-1（国際運賃） に、貴社が負担した国際運賃を、原則、実費で記入（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）するとともに、様式D-2・D-3のD-3-14-2（B/L・AWB等運送番号）に当該国際運賃に係るB/L等の運送番号を記入してください。また、次のいずれか１つを選択してください。
	国際運賃　実費
	

	国際運賃　按分
	



D-3-14-5 　国際運賃が実費で記入できない理由
上記D-3-14-4において、国際運賃が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。　
	



　
D-3-14-6 　国際運賃が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-14-4において、国際運賃が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。　　
	




D-3-14-7 　国際運賃算出の根拠資料
上記D-3-14-1において、国際運賃が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-14-1（国際運賃）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-14-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-15 　国際保険料
D-3-15-1 　国際保険料の有無
貴社が負担した国際保険料はありますか。次のいずれか１つを選択してください。　
	国際保険料　無
	

	国際保険料　有
	


　
D-3-15-2 　国際保険料が無い理由
上記D-3-15-1において、国際保険料が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-16へ

D-3-15-3 　国際保険の内容
上記D-3-15-1において、国際保険料が「有」と回答した場合には、調査対象貨物に係る国際保険について、どのような種類の保険を付保しているのか説明してください。
	




D-3-15-4 　国際保険料の計上方法
上記D-3-15-1において、国際保険料が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-15（国際保険料）に、貴社が負担した国際保険料を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	国際保険料　実費
	

	国際保険料　按分
	



D-3-15-5 　国際保険料を実費で記入できない理由
上記D-3-15-4において、国際保険料が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-15-6 　国際保険料が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-15-4において、国際保険料が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。　
	



　
D-3-15-7 　国際保険料算出の根拠資料
上記D-3-15-1において、国際保険料が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-15（国際保険料）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-15-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。　

（引取に要する費用に関連する項目-主として輸入国内で発生する費用）
D-3-16 　日本国内荷役及び通関諸費用
D-3-16-1 　日本国内荷役及び通関諸費用の有無
貴社が負担した日本国内荷役及び通関諸費用はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	日本国内荷役及び通関諸費用　無
	

	日本国内荷役及び通関諸費用　有
	



D-3-16-2 　日本国内荷役及び通関諸費用が無い理由
上記D-3-16-1において、日本国内荷役及び通関諸費用が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-17へ

D-3-16-3 　日本国内荷役及び通関の状況
上記D-3-16-1において、日本国内荷役及び通関諸費用が「有」と回答した場合には、日本国内において、調査対象貨物が輸入されるまでの間における荷役及び通関をどのように行っているか説明してください。　
	




D-3-16-4 　日本国内荷役及び通関諸費用の計上方法
上記D-3-16-2において、日本国内荷役及び通関諸費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-16（日本国内荷役・通関諸費用）に、貴社が負担した日本国内荷役及び通関諸費用を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	日本国内荷役及び通関諸費用　実費
	

	日本国内荷役及び通関諸費用　按分
	


　
D-3-16-5 　日本国内荷役及び通関諸費用を実費で記入できない理由
上記D-3-16-4において、日本国内荷役及び通関諸費用が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	



　
D-3-16-6 　日本国内荷役及び通関諸費用が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-16-4において、日本国内荷役及び通関諸費用が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-16-7 　日本国内荷役及び通関諸費用算出の根拠資料
上記D-3-16-1において、日本国内荷役及び通関諸費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-16（日本国内荷役・通関諸費用）」に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-16-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-17 　輸入関税
D-3-17-1 　輸入関税の有無
調査対象貨物に対して日本国において課せられた輸入関税のうち、貴社が負担したものはありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	輸入関税　負担無し
	

	輸入関税　負担有り
	


　
D-3-17-2 　輸入関税を課されていない理由
上記D-3-17-1において、輸入関税が「負担無し」と回答した場合には、課せられていない理由を記入してください。　
	



→D-3-18へ
D-3-17-3 　輸入関税の内容
上記D-3-17-1において、輸入関税が「負担有り」と回答した場合には、当該輸入関税に係る関税の種類及び関税率並びに減税及び免税がある場合にはその条件、減税額及び納付額の算出方法について、説明してください。
		




D-3-17-4 　輸入関税額の計上方法
上記D-3-17-1において、輸入関税が「負担有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-17-1（輸入関税）に、貴社が負担した輸入関税を、原則、実費（日本円）で記入（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）するとともに、様式D-2・D-3のD-3-17-2（輸入許可日）に当該輸入関税に係る輸入許可日を、様式D-2・D-3のD-3-17-3（輸入許可番号）に当該輸入関税に係る輸入許可番号を記入してください。また、次のいずれか１つを選択してください。
	輸入関税　実費
	

	輸入関税　按分
	



D-3-17-5 　輸入関税を実費で記入できない理由
上記D-3-17-4において、輸入関税が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-17-6 　輸入関税が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-17-4において、輸入関税が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-17-7 　輸入関税算出の根拠資料
上記D-3-17-1において、輸入関税が「負担有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-17-1（輸入関税）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-17-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。　

D-3-18 　輸入関税の払戻し
D-3-18-1 　輸入関税の払戻しの有無
調査対象貨物に化された輸入関税のうち、一定の条件を満たすことにより、輸入後に払戻しされ貴社が受領したものはありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	輸入関税の払戻し　受領無し
	
	→B-3-19へ

	輸入関税の払戻し　受領有り
	
	→B-3-18-2へ



D-3-18-2 　輸入関税の払戻し制度の内容
上記D-3-18-1において、輸入関税の払戻しが「受領有り」と回答した場合には、輸入関税の払戻しの制度を全て列記してください。また、各々の根拠となる法令（払戻しの条件、払戻し額の計算方法等を説明する資料を含む。）の日本語訳を添付資料D-3-18-2として提出してください。
	




D-3-18-3 　輸入関税の払戻し額の計算方法
上記D-3-18-2において、輸入関税の払戻しについて、払戻し額を算出する計算方法を説明してください。
	




D-3-18-4 　輸入関税の払戻し額の計上方法
上記D-3-18-1において、輸入関税の払戻しが「受領有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-18（輸入関税の払戻し）に、貴社が受領した輸入関税の払戻し金額を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	輸入関税の払戻し　実費
	

	輸入関税の払戻し　按分
	



D-3-18-5 　輸入関税の払戻しを実費で記入できない理由
上記D-3-18-4において、輸入関税の払戻しが「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-18-6 　輸入関税の払戻しが按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-18-4において、輸入関税の払戻しが「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	



　
D-3-18-7 　輸入関税の払戻し額算出の根拠書類
上記D-3-18-1において、輸入関税の払戻しが「受領有り」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-18（輸入関税の払戻し）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-18-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-19 　日本国内運賃
D-3-19-1　日本国内運賃の有無
貴社が負担した日本国内運賃はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	日本国内運賃　無
	

	日本国内運賃　有
	



D-3-19-2　日本国内運賃が無い理由
上記D-3-19-1において、日本国内運賃が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-20へ

D-3-19-3 　日本国内の輸送状況
上記D-3-19-1において、日本国内運賃が「有」と回答した場合には、調査対象貨物に係る日本の港から貴社までの輸送はどのように行っているか説明してください（貴社の輸送部門が行っているか否か、輸送業者が貴社の関連企業であるか否か、輸送区間及び輸送日数等）。
	




D-3-19-4  日本国内運賃額の計上方法
上記D-3-19-1-1において、日本国内運賃が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-19（日本国内運賃）に、貴社にが負担した日本国内運賃を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、　次のいずれか１つを選択してください。
	日本国内運賃　実費
	

	日本国内運賃　按分
	



D-3-19-5 日本国内運賃を実費で記入できない理由
上記D-3-19-4において、日本国内運賃が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-19-6　日本国内運賃が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-19-4において、日本国内運賃が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-19-7 日本国内運賃算出の根拠資料
上記D-3-19-1において、日本国内運賃が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-19（日本国内運賃）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-19-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-20 　倉庫保管費
調査項目E　　 
E-3-2 
E-3-3 
E-3-4 
E-3-5 
D-3-6 
調査項目F　　 
F-3-2 
F-3-3 
F-3-4 
F-3-5 
D-3-20-1　倉庫保管費の有無
日本の港から産業上の使用者に引き渡すまでの間に調査対象貨物に係る倉庫保管費用はありましたか。次のいずれか１つを選択してください。
	倉庫保管費　無
	

	倉庫保管費　有
	


　
D-3-20-2   
倉庫保管費が無い理由
上記D-3-19-2-1において、倉庫保管費が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-21へ
D-3-20-3　倉庫保管費の内容
上記D-3-20-1において、倉庫保管費が「有」と回答した場合には、倉庫保管費の内容について説明してください。
D-3-7 
D-3-8 
D-3-9 
D-3-10 
D-3-11 
D-3-12 
D-3-13 
D-3-14 
D-3-15 
D-3-16 
D-3-17 
D-3-18 
D-3-19 
D-3-20 
D-3-21 
D-3-21-1 
D-3-21-2 
	




D-3-20-4  倉庫保管費の計上方法
上記D-3-20-1において、倉庫保管費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-20（倉庫保管費）に、貴社が負担した倉庫保管費用を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。次のいずれか１つを選択してください。
	倉庫保管費　実費
	

	 倉庫保管費　按分
	



D-3-20-5   倉庫保管費を実費で記入できない理由
上記D-3-20-3において、倉庫保管費が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-20-6   倉庫保管費が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-20-3において、倉庫保管費が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	





	




D-3-20-7　倉庫保管費算出の根拠資料
上記D-3-20-1において、倉庫保管費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-20（倉庫保管費）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-20-7として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-21 　倉庫移動費
調査項目G　　 
G-3-2 
G-3-3 
G-3-4 
G-3-5 
D-3-22 
調査項目H　　 
H-3-2 
H-3-3 
H-3-4 
H-3-5 
D-3-21-1　倉庫移動費の有無
調査対象貨物を産業上の使用者に引き渡すまでの間に貴社が負担した倉庫移動費（調査対象貨物を港から他の保管倉庫へ移動するため要する費用）はありましたか。次のいずれか１つを選択してください。

	倉庫移動費　無
	

	倉庫移動費　有
	




D-3-21-2　倉庫移動費が無い理由
上記D-3-19-3-1において、倉庫移動費が「無」と回答した場合には、その理由を記入してください。
	



→D-3-22へ

D-3-21-3　倉庫移動費の計上方法
上記D-3-21-1において、倉庫移動費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-21（倉庫移動費）に、貴社等が負担した倉庫移動費を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	倉庫移動費　実費
	

	倉庫移動費　按分
	


　
D-3-21-4　倉庫移動費を実費で記入できない理由
上記D-3-21-3において、倉庫移動費が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
調査項目G　　 
G-3-2 
G-3-3 
G-3-4 
G-3-5 
G-3-6 
G-3-6-1 
G-3-6-2 
G-3-6-3 
G-3-6-4 
	



　　
D-3-21-5　倉庫移動費が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-21-3 において、倉庫移動費が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	



　
D-3-19-3-6　倉庫移動費算出の根拠資料
上記D-3-21-1において、倉庫移動費が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-21（倉庫移動費）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-21-6として提出してください（日本語訳を添付）。また、支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

D-3-22 　その他の輸送費用
D-3-20 
D-3-21 
D-3-22 
D-3-22-1 　その他の輸送費用の有無
上記 D-3-5（倉庫保管費）からD-3-21（倉庫移動費）までに回答した費用以外に、貴社が負担した輸出国から貴社までの輸送に付随するその他の輸送費用はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	その他の輸送費用　無
	

	その他の輸送費用　有
	




D-3-22-2 　その他の輸送費用の内容
上記D-3-22-1において、その他の輸送費用が「有」と回答した場合には、当該費用の内容を説明してください。
	



　
D-3-22-3 　その他の輸送費用の計上方法
上記D-3-22-1において、その他の輸送費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-22（その他輸送費用）に、貴社が負担したその他の輸送費用を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	その他の輸送費用　実費
	

	その他の輸送費用　按分
	



D-3-22-4 　その他の輸送費用を実費で記入できない理由
上記D-3-22-3において、その他の輸送費用が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。　
	




D-3-22-5 　その他の輸送費用が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-22-3において、その他の輸送費用が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-22-6 　その他の輸送費用算出の根拠資料
上記D-3-22-1において、その他の輸送費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-22（その他輸送費用）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-22-6として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

（その他の費用に関連する項目）
D-3-23 　その他費用
D-3-23-1 　その他費用の有無
貴社が負担した輸入に関連して要した費用のうち、上記の費用項目に回答していない費用はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	その他費用　無
	

	その他費用　有
	



　
D-3-23-2 　その他費用の内容
上記D-3-23-1において、その他費用が「有」と回答した場合には、それはどのような費用か説明してください。
	




D-3-23-3 　その他費用の金額の計上方法
上記D-3-23-1において、その他費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-23（その他費用）に、貴社が負担したその他費用を、原則、実費で記入してください（実費で記入できない場合は、按分で算出し、記入してください）。また、次のいずれか１つを選択してください。
	その他費用　実費
	

	その他費用　按分
	



D-3-23-4 　その他費用を実費で記入できない理由
上記D-3-23-3において、その他費用が「按分」と回答した場合には、実費で記入できない理由を記入してください。
	




D-3-23-5 　その他費用が按分の場合の考え方及び計算式
上記D-3-23-3において、その他費用が「按分」と回答した場合には、按分の考え方及びその計算式を記入してください。
	




D-3-23-6 　その他費用算出の根拠資料
上記D-3-23-1において、その他費用が「有」と回答した場合には、様式D-2・D-3のD-3-23（その他費用）に回答するにあたって作成したワークシート及び根拠となる書類の写しを添付資料D-3-23-6として提出してください（日本語訳を添付）。また、費用の支払先が関連企業である場合は、非関連企業と取引した場合の費用金額との比較において、その相違の有無及び程度について説明する書類及びその根拠となる書類（業務の詳細や費用金額が記入された非関連企業が発行する請求書等）の写しについても提出（日本語訳を添付）してください。

（費用項目についてのまとめ）
D-3-24 　費用項目のまとめ
D-3-24 -1　費用項目の支払先
様式D-2・D-3に記入した費用項目について、輸入先ごとに区分してその支払先について記入してください。なお、企業集団としての回答を行う場合は、各費用の支払者の名称についても記入してください。
輸入先名称：　　　　　　　　　　　
	費用項目名
	（費用の支払者名称）
	支払先名称
	関連企業／
非関連企業
	関連の状況
（株式保有及び
役員派遣の状況等）
	所在地

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	



D-3-24 
D-3-24-1 
D-3-24-2 　配賦の有無
様式D-2・D-3に記入した費用項目のうち、調査対象貨物が他の貨物と混載で輸送された等、根拠資料と個々の取引とが一対一で対応せず、根拠資料に記入された金額をある一定の基準により様式D-2・D-3に記入した個々の取引に関する額へ配賦していますか。次のいずれか１つを選択してください。
	配賦している
	

	配賦していない
	



D-3-24-3 　配賦している費用項目及び配賦基準
上記D-3-24-1において、「配賦している」と回答した場合には、配賦している費用項目及びその配賦基準（価格、数量等）を記入してください。
	配賦している費用項目名
	配賦基準（価格、数量等）

	

	

	

	

	

	



D-3-24-4 　後日修正される費用項目の有無
様式D-2・D-3に記入した費用項目のうち、一定の基準や条件に基づく割戻しや割引等により、その費用の額が後日修正される費用項目はありますか。次のいずれか１つを選択してください。
	修正される費用項目　有
	

	修正される費用項目　無
	


　
D-3-24-5 　費用額が修正される費用項目名及び修正基準等
上記D-3-24-3において、修正される費用項目が「有」と回答した場合には、費用の額が修正される費用項目及びその修正の基準及び条件を記入してください。　
	費用の額が修正される費用項目名
	その修正基準及び条件
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